




























　Y 1（被告・控訴人）は、著名なミュージシャンである Y 2（被告・控訴人）
の提案を受けて、平成21年 5月23日に「Live Bar X.Y.Z.→ A」という名称のラ
イブハウス（以下、本件店舗という）を開店した。Y 2は本件店舗に自らを契
























































































































































































































































　④  本件店舗の出演者は、Y 2も含め、X管理著作物を演奏することが相当程
度あり、本件店舗には X管理著作物の演奏が日常的に行われていること。
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め、Yらは Xから許諾を得られなければライブハウス事業を行うことができ
ず、③ Xはライブハウスの演奏者からの使用申請を法的な根拠なく拒絶し、
④分配に際して、サンプリング調査を使用するため、原権利者に正しく使用料
が分配されておらず、Yらの提案によればこれが是正される、という事情の下
では、Xの Yらに対する差止請求権の行使は、権利濫用の法理によって、否
定されるべきである。
【結びに代えて】
　本判決で明らかなように、［ロクラクⅡ］判決の「枢要な行為」は規範的利
用主体論のマジックワードになり得る。したがって、被告が権利行使の対象と
なる行為の実現に「枢要な行為」をしているか否かは、行為に対する管理・支
配の観点から、客観的に判断されなければならない。本判決のように、被告の
行為をすべて羅列して、演奏の実現に「枢要な行為」であると断ずるのは、
まったく説得力がない。裁判官の恣意的運用を許さないためにも、今後は「枢
要な行為」の意義についての議論の深化が必要となるだろう。
付記 　本稿は平成28年度科学研究費補助金（基盤研究（C））「音楽配信にかか
るレコード保護の総合的研究」による研究成果の一部である。
 ―あんどう　かずひろ・法学部准教授―
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飲食を提供するライブハウスにおいて演奏者が主催するライブ演奏の主体は 
ライブハウスの経営者であるとして演奏権侵害が肯定された事例〔安藤　和宏〕
（245）
